
空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除）について

１．制度の概要

相続時から３年を経過する日の属する年の12月31日までに、被相続人の居住の用に供していた家屋を相続し
た相続人が、当該家屋（耐震性のない場合は耐震リフォームをしたものに限り、その敷地を含む。）又は取壊し
後の土地を譲渡した場合には、当該家屋又は土地の譲渡所得から3,000万円を特別控除する。

（※）本特例を適用した場合の譲渡所得の計算
譲渡所得 ＝ 譲渡価額 － 取得費（譲渡価額×５％（※））－ 譲渡費用（除却費用等） － 特別控除3,000万円

※ 取得費が不明の場合、譲渡価額の5％で計算
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【具体例】相続した家屋を取り壊して、取壊し後の土地を500万円で譲渡した場合

○本特例を適用する場合の所得税・個人住民税額 ： ０円

（ 500万円 － 500万円 × ５％ － 200万円 － 3,000万円 ） × 20％ ＝ ０円

○本特例がない場合の所得税・個人住民税額 ： 55万円

（ 500万円 － 500万円 × ５％ － 200万円 ） × 20％ ＝ 55万円

＜前提条件＞
・昭和55年建築 ・除却費200万円
・被相続人が20年間所有 ・取得価額不明
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○ポイント１【相続発生日を起算点とした適用期間の要件】

相続時から３年を経過する日の属する年の12月31日まで、
かつ、特例の適用期間である平成28年４月１日から平成31
年12月31日までに譲渡することが必要。

【例】平成25年１月１日に相続が発生した場合
→ 本特例の対象となる譲渡期間

：平成28年４月１日～平成28年12月31日

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

【イメージ図】

12/31

※ 黄色矢印（ ）期間中に行われた譲渡が特例の対象

相続発生日

特例の適用期間

4/1

相続後３年を経過する日の属す
る年の12月31日までの譲渡

○ポイント２【相続した家屋の要件】

特例の対象となる家屋は、次の要件を満たすことが必
要。

① 相続の開始の直前において被相続人の居住の用に
供されていたものであること
② 相続の開始の直前において当該被相続人以外に居
住をしていた者がいなかったものであること

③ 昭和56年５月31日以前に建築された家屋（区分所有
建築物を除く。）であること
④ 相続の時から譲渡の時まで事業の用、貸付けの用
又は居住の用に供されていたことがないこと
（※ 相続した家屋を取り壊して土地のみを譲渡する場
合には、取り壊した家屋について相続の時から当該
取壊しの時まで事業の用、貸付けの用又は居住の
用に供されていたことがないこと、かつ、土地につい
て相続の時から当該譲渡の時まで事業の用、貸付
けの用又は居住の用に供されていたことがないこと）

特例の対象となる譲渡は、次の要件を満たすことが必
要。

① 譲渡価額が１億円以下
② 家屋を譲渡する場合（その敷地の用に供されている
土地等も併せて譲渡する場合も含む。）、当該譲渡時
において、当該家屋が現行の耐震基準に適合するも
のであること

２．適用を受けるにあたってのポイント

H32

○ポイント３【譲渡する際の要件】
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○ 本特例は、自己居住用財産を譲渡した場合の3,000万円特別控除又は自己居住用財産の買換え等に係る
特例措置のいずれかとの併用が可能。
○ 本特例は、相続財産譲渡時の取得費加算特例と選択適用。

３．他の税制との適用関係

自己居住用財産を譲渡した
場合の3,000万円特別控除

（譲渡価額要件：なし）
（※２）

相続財産譲渡時の
取得費加算特例

（※１）

選択制

自己居住用財産の
買換え等に係る特例措置

（譲渡価額要件：１億円以下）
（※３）

併用可
（※上限あり）

相続した空き家を譲渡した
場合の3,000万円特別控除

（譲渡価額要件：１億円以下）

併用可併用可

併用可

選択制

※１ 相続により取得した土地、建物などを、一定期間内に譲渡した場合に、相続税額のうち一定金額を譲渡資産の取得費に加算することができる特例（租特法
§39）。

※２ マイホームを売った場合に、譲渡所得から最高3,000万円まで控除ができる特例（租特法§35） 。
※３ 特定の居住用財産の買換えの場合の長期譲渡所得の課税の特例（租特法§36の２） 、特定の居住用財産を交換した場合の長期譲渡所得の課税の特例（租
特法§36の５）、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（租特法§41の５）、特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控
除（租特法§41の５の２） をいう。

※４ 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除（租特法§41）との併用可能。

（※４）

※ 同一年内に併用する場合、
２つの特例合わせて3,000万
円が控除限度額となる。
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①譲渡所得の金額の計算に関する明細書
②被相続人居住用家屋及びその敷地等の登記事項証明書等
③敷地等の売買契約書の写し等
④被相続人居住用家屋等確認書

①譲渡所得の金額の計算に関する明細書
②被相続人居住用家屋及びその敷地等の登記事項証明書等
③被相続人居住用家屋の耐震基準適合証明書又は建設住宅性能評価書
の写し

④被相続人居住用家屋又はその敷地等の売買契約書の写し等
⑤被相続人居住用家屋等確認書

○ 本特例の適用を受けるに当たっては、以下の書類を税務署に提出する必要がある。

４．特例措置の適用を受けるために必要な書類

（１）家屋又は家屋及び敷地等を譲渡する場合

（２）家屋の取壊し、除却又は滅失後の敷地等を譲渡する場合

被相続人居
住用家屋の
所在市町村
から発行して
いただく書類
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○ 被相続人居住用家屋等確認書は、（１）又は（２）に掲げる事項を以下の書類により、被相続人居住用家屋の所在市区町村
にて確認していただいた上で交付する。

５．被相続人居住用家屋等確認書を交付するために必要な書類

（１）相続した家屋又は家屋
及び敷地等の譲渡

（２）相続した家屋の取壊
し等後の敷地等の譲渡

書 類（申請者が用意し、市区町村に提出）

①相続の開始の直前において、被相続人が当該家屋を

居住の用に供しており、かつ、当該家屋に被相続人以
外に居住をしていた者がいなかったこと。

（A） 被相続人の除票住民票の写し
（B） 被相続人居住用家屋の譲渡時の相続人の住民票の写し
※ 上記の書類については、住民基本台帳法第１２条の２第１項及び第２０条第２項の規定に基づく公
用請求により入手した場合には、当該書類の提出を求めないことが可能

②当該家屋又は当該家屋

及びその敷地等が相続の
時から譲渡の時まで事業
の用、貸付けの用又は居
住の用に供されていたこと
がないこと。

②当該家屋が相続の時

からその全部の取壊し、
除却又は滅失の時ま
で事業の用、貸付けの
用又は居住の用に供
されていたことがない
こと。

（C） 家屋又はその敷地等の売買契約書の写し等
※（２）の場合は以下を提出
・被相続人居住用家屋の取壊し、除却又は滅失後の敷地等の売買契約書の写し等
・被相続人居住用家屋の除却工事に係る請負契約書の写し

（D）以下のいずれか
・電気若しくはガスの閉栓証明書又は水道の使用廃止届出書

・当該家屋の媒介契約を締結した宅地建物取引業者が、当該家屋の現況が空き家であ
り、かつ、当該空き家は除却又は取壊しの予定があることを表示して広告していること
を証する書面の写し

・当該家屋又はその敷地等が「相続の時から譲渡の時まで事業の用、貸付けの用又は
居住の用に供されていたことがないこと」の要件を満たしていることを所在市区町村が
容易に認めることができるような書類
例）所在市区町村が認める者（当該家屋の管理委託事業者、シルバー人材センター、地縁団体、
所在市区町村と空き家対策について連携協定等を締結しているＮＰＯ法人、事業者団体の傘下
企業等）が当該家屋の譲渡の時までに管理を行っていることの証明書

③ 当該家屋の敷地等が

相続の時から譲渡の
時まで事業の用、貸付
けの用又は居住の用
に供されていたことが
ないこと。

④当該家屋の敷地等が

取壊し、除却又は滅失
の時から譲渡の時まで
建物又は構築物の敷
地の用に供されていた
ことがないこと。

（E）当該家屋の取壊し、除却又は滅失の時から譲渡の時までの被相続人居住用家屋の
敷地等の使用状況が分かる写真

（F）当該家屋の取壊し、除却又は滅失の時から当該取壊し、除却又は滅失後の敷地等
の譲渡の時までの間の当該敷地等における相続人の固定資産課税台帳の写し又は
固定資産税の課税明細書の写し

・当該家屋の除却工事に係る請負契約書の写し〔再掲〕

（注）１．被相続人居住用家屋等確認書は、「被相続人居住用家屋等確認書の交付のための提出書類の確認表」とともに交付
２．被相続人居住用家屋等確認書（「被相続人居住用家屋等確認書の交付のための提出書類の確認表」を含む）及び上記書類は７年間保存していただく必要有り
３．空家法第11条に基づくデータベースで、上記書類の情報が把握できる場合には、当該書類の提出を求めないことが可能 5


